様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 令和３年　５月　２９日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ごうどうかいしゃけとは
                              　一般事業主の氏名又は名称　合同会社ケトハ
（ふりがな）ひらた　よしゆき
                              （法人の場合）代表者の氏名　平田　善之   印
住所　〒 115-0042　東京都北区志茂２丁目６３番７－１４０３号

法人番号　   　　1011503002522　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	合同会社ケトハホームページ

	公表日
	　　　　令和３年　２月　２６日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：当社ホームページにて公開
URL：https://ketoha.co.jp/dx

	記載内容抜粋
	DX推進宣言（一部抜粋）
日本では、事業者にとってシステム開発は難しくて高額で、専門業者以外ではなかなか手出しできないものという認識があると思います。
一方、アメリカや中国などのアジャイル開発やスタートアップ事業が活発な国では、事業者自身がその工程に参加し、場合によっては自分でプログラムも書いてしまいます。情報社会でそのスピードも加速していく今日において、アプローチの早い後者の方が有利なのはいうまでもありません。
（中略）
統合可能な大きなシステムより分割可能な小さなシステムを、
不具合のないシステムより不具合が改善しやすいシステムを、
ブラックボックスでつくられた確実なシステムよりオープンソース群を組み合わせてつくられた柔軟なシステムを、
下請けをしっかり監視してつくらせたシステムではなく当事者として一緒に参加してつくりあげたシステムを、
自分でいじることのできないシステムより自分でもいじれるシステムを、
「より品質がよいもの」としてマインドシフトすることができれば、事業者にとってシステム開発はもっと身近で簡単なものになるでしょう。

経営ビジョン
・IT・デジタル技術によって新たな価値を産み出す社会の創造に貢献します。
・システム開発を通じて、事業者自身がそのシステムを開発したのだという当事者意識の醸成とその技術継承を推進します。
・創業10周年にあたる2024年までに、100%の顧客にこのDX支援の導入をおこない、事業の主体化に効果があったかどうかのヒアリングをおこない、これが80%となることを目指します。

ビジネスモデルの方向性
当社ではこれまで以下3本の事業を柱に経営を行ってきました。中期経営戦略では、これらの事業にDX推進の観点を取り入れ、顧客自身の当事者意識の醸成・技術継承に寄与しながらDXの浸透を後押しする方針を固めました。
・システム開発事業
・WEB制作事業
・ITコンサルティング事業

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記記載内容は意思決定機関である業務執行役員（代表社員）の決定に基づき記載されております。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	合同会社ケトハホームページ

	公表日
	　　　　令和３年　２月　２６日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：当社ホームページにて公開
URL：https://ketoha.co.jp/dx

	記載内容抜粋
	中期経営戦略

DX支援の導入
・システム開発事業にDX支援を導入し、これまでの技術力による解決とあわせて、その解決力も提供し、顧客の事業実現とシステム開発を同一レイヤー化する。

外部パートナーとの連携体制の構築
・外部パートナーによるDX推進の啓発や支援助成制度の紹介と、当社のDX支援の効果をスクランブルし、相乗効果でDXの浸透を後押しする。

データの活用・従業員の育成
・導入するオープンソースやAPI、それらを元にしたデータが今後も流用や再利用され得る場合は、選定や導入から顧客の意思決定工程に加え、コピーレフトや公式サポート期間等のメリデリの習熟機会としても活用することで、より当事者問題として解決しやすくする。
・行動指針を当社の全従業員が一丸となって目指していくことでのみ初めてDX支援に効果が出るものと自覚し、そのためには何をするべきなのかを考え・実践・提案できる人材に育成する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記記載内容は意思決定機関である業務執行役員（代表社員）の決定に基づき記載されております。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	記載箇所：当社ホームページ DX推進宣言「事業モデル」
URL：https://ketoha.co.jp/dx

	記載内容抜粋
	事業推進体制として、当社社員・アウトソースメンバーのみならず、外部パートナーとも連携して積極的な事業推進に取り組んでいきます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	記載箇所：当社ホームページ DX推進宣言「成長戦略」
URL：https://ketoha.co.jp/dx

	記載内容抜粋
	毎年経常利益から10％を予算化することで、データの活用・従業員の育成に取り組む方針を示しております。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	合同会社ケトハホームページ

	公表日
	　　　　令和３年　２月　２６日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：当社ホームページにて公開
URL：https://ketoha.co.jp/dx

	記載内容抜粋
	成長戦略で述べた3つの方策について、それぞれ以下の目標を設定しております。

DX支援の導入
目標：2024年までに100%の顧客にこのDX支援の導入を行う。事業の主体化に効果があったか独自指標を用いてヒアリングを行いこれが80%以上となることを目標とする。

外部パートナーとの連携体制の構築
目標：毎年３件以上の連携実績を積むことを目標とする。

データの活用・従業員の育成
目標：毎年３件以上の具体的な成功事例を開示していくことを目標とする。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　令和３年　２月　２６日


	発信方法
	当社ホームページ内ブログより発信
URL：https://ketoha.co.jp/blog/

	発信内容
	代表自身により(1)のDX推進の取組を発信しております。
また、今後の戦略の推進状況についても代表自身でホームページを通じて情報発信を行っていきます。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　令和３年　１月


	実施内容
	別添にて「DX推進指標自己診断フォーマット」を提出いたします。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　令和３年　１月


	実施内容
	SECURITY ACTIONにて二つ星を宣言いたしました。
URL：https://ketoha.co.jp/sa




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

